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～スルガ銀行の経営基盤～

私たちの価値観

私たちスルガ銀行（グループ）は、社会から期待されている役
割を人生やビジネスのあらゆるシーンで、「本当にお客さまのお役
に立てる存在＝コンシェルジュ」になることであると自覚し、これ
に近づくために、「Our Philosophy（私たちの価値観）」を定義
し、企業としての目指すべき方向性を明確にしています。
スルガ銀行のミッション（使命）は、お客さまの＜夢をかたち

に＞する、＜夢に日付を＞いれるお手伝いをすることです。また、
当社が社会に果たすべき役割と存在理由は、お客さまのより確
かな未来を描き添えるサポートをすることであり、これらのテーマ
の達成を成長のひとつの尺度とした経営を行っています。
そして、2015年の当社像を明らかにした長期経営ビジョン

「Aim15」の第1フェーズ（段階）では、「コンシェルジュバンク」を
目指して価値観・ビジョンの共有を図り、お客さま満足の実現を図
り、第2フェーズは「コンシェルジュバンク」をさらに進化させ、金
融全般を熟知し、お客さまの立場・長期的な視点で最適なサービ

スをご提供する「ファイナンシャルコンシェルジュ」の実現を目指
してまいりました。
2007年4月からの第3フェーズは、「ファイナンシャルコンシェル

ジュ」実現に向けたさらなる革新のために、第３次経営計画
「Quest for Aim15」のもと、高度化・多様化する社会の要請や
お客さまのご要望・ご期待にダイナミックに適合し、ビジョンを実現
するために物事の本質を深く考え、お客さまの夢の実現に向け
て探求してまいります。
そして、最終的には「ライフアンドビジネスコンシェルジュ」と

して、金融分野におけるファイナンシャルサポートを核としつつ、
金融分野以外でも、暮らしやビジネスを幅広く支えるサポーティン
グサービスをご提供し、「人生やビジネスをもっと安心して、もっと
夢を描いて営みたい」というお客さまの真のニーズにお応えして
まいります。

お客さま本位の経営

品質経営
「お客さま本位の経営」を追究する当社は、お客さまからのお
問い合わせ・ご相談・ご要望等を幅広く積極的に経営に活かす
取り組みを行っております。お客さまの視点から自らの業務を見
直し、不断に検証し改善する姿勢を持ち続けることで、『お客さま
の声』を貴重な経営資源として有効活用させていただいており
ます。商品・サービスの利用者であるお客さまの保護や利便性の
向上のために、迅速な業務の見直しを行う管理体制を整備して
いくことで、お客さまのご期待やご要望（ニーズ）に的確にお応え
してまいります。
また、『お客さまの声』『社内情報』『外部環境』など経営をとり

まく内外の情報は継続的に把握・分析し、厳密なセキュリティ管
理体制のもと、経営層の意思決定や戦略策定の場において活用
されています。経営インフラであるBSC（バランスト・スコアカード）
により各部署・各社員の行動、質の高い顧客提供価値（バリュー）
の実現に結びつける具体化の仕組みを構築しています。ますま

す高度化・多様化する社会の要請や、お客さまのご期待・ご要望
に適合できるような経営革新と経営品質向上に取り組むことで、
お客さまとのより良い信頼関係を構築してまいります。

当社は、

○当社の本拠地である「静岡エリア」「神奈川エリア」

○社会・経済の中心として今後も人口の増加が予想される「首
都圏エリア」

○日本の市場全体をカバーする「ダイレクトバンク」

の４つを主な市場として営業展開を行っています。現在の強みで

ある「住宅ローン事業」をさらに伸ばしていくとともに、今後の
有望な市場である、「フリーローン事業」、「クレジットカード事業」、
「資産運用サポート事業」、「スモール・ミドル法人事業」を含めた
５つのコア事業を重点的に展開していきます。
さらに、時代や社会の変化に伴い、従来とは異なる新しい層

のお客さまが現れることを見据えた、新市場へのニーズに適応
する商品・サービスの開発にも積極的に取り組んでいきます。

主要な市場と5つのコア事業

当社は、金融業界の常識にとらわれない、お客さま視点の発想
に基づく斬新なアイデアを、アジリティ（俊敏性）を持って付加価値
の高い魅力的な商品・サービスを開発する仕組み・社風のもと、
いかにすみやかにお客さまにご提供できるかを追求し続けてい
ます。例えば、インターネット支店（36ページご参照）の開設や、
「ジャンボ宝くじ付き定期預金」、女性向け住宅ローン「ホームロー
ンレディース」など、今までにない付加価値を持った「違い」のあ
る商品・サービスを業界に先駆けて数多く生み出してきました。
また、当社は信頼できるパートナーとして非金融サービス企業

とのネットワーク（アライアンス）を拡大・活用し、当社の金融サー
ビス機能をご提供することで、生活の中へ金融サービスのチャ
ネルを浸透させています。例えば、銀行発行クレジットカードへの

電子マネー機能の搭載、当社との銀行取引によって、航空機の
マイレージや携帯電話のポイントが貯まるサービスや、VISAプリ
ンシパルメンバーである当社の優位性を活用し、新しい決済手段
「VISAデビットカード」を旅行代理店と提携し発行するなど、パー
トナー企業とWin-Winの関係を構築しながら、付加価値の高い
サービスを次々とご提供しています。
さらに、お客さまのさまざまな「夢」やニーズを実現するため、

「d-labo」（14～15ページご参照）の開設や、セカンドライフを応援
する「ドリームライフシリーズ」、上質なコミュニケーションを目指す
「サロン・ド・コンシェルジュ」の設置など、空間や商品などあらゆる
ものを通じて当社とお客さまが一体となって「夢」の実現に向
かっていく仕組みづくりを行っています。

お客さまのニーズにお応えするために
お客さまの声を把握し、活用する仕組み　

お客さま

対応・改善

営業店・ハウジングローンセンター・
ビジネスバンク・アクセスセンター・

ローンリレーションセンター・ダイレクトバンク

ホームページ・
各種アンケート・調査

営業店
サポート

カスタマーサービス
カスタマーサポート

お客さま相談センター
（お客さまの情報を一元的に把握）

コンシェルジュ・
コミッティ事務局

（全社的な仕組みの改善を提言）

お客さまの声

報告情報収集 報告

改善要望

議題の上程改善要望

サポート 問題抽出

お客さまの声

コンシェルジュ・コミッティ
（全社的な仕組みの改善を検討・実施）
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スモール・ミドル法人事業
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第2フェーズ
Fly-high for 
Aim15

Quest for 
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第4フェーズ
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コンシェルジュ
バンク

ファイナンシャル
コンシェルジュ

ライフ アンド ビジネス
コンシェルジュ

銀行

■お客さまの声から生まれた主な新商品・新サービス

お客さまの大切な財産をお守りするために、より安全な「ICキャッシュカード」の取り扱いを開始いた
しました。

毎年数多くの海外旅行・留学をサポートしている株式会社エイチ・アイ・エスと、海外旅行者・留学者
向けのトラベルカード「World-Cabit（ワールド・キャビット）カード」を発行する業務提携を行い、海外
旅行に際しての利便性向上に繋がるサービスを開始いたしました。

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとドコモポイント付与に関する業務提携を締結し、ドコモプレミアクラ
ブ会員の方専用クラブ「ドコモプレミアクラブ応援バンク」をスルガ銀行のインターネット支店（ネット
バンク支店内）に開設し、銀行取引に応じてドコモポイントを贈呈するサービスを開始いたしました。

「海外旅行に便利な金融サービスはないか」
というお客さまの声にお応えして（P12）

「キャッシュカードの偽造などの金融犯罪が心配だ」
というお客さまの声にお応えして（P12）

「銀行取引をポイント化してほしい」
というお客さまの声にお応えして（P13）

詳細はインターネットホームページをご覧下さい。 (http://www.surugabank.co.jp/surugabank/01/06/0106070002.html)
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リテール戦略とニューマーケットの創造
ALL-OUT UNIQUENESS 

当社は従来から定評のあるお客さま情報管理システム「CRM（Customer Relationship Management）」の機能をさらに

向上させ、お客さまへのサービスの高度化、独自商品やアライアンス先の商品・サービスの迅速なご提供、業務スピード、コスト

削減、セキュリティ強化を同時に実現し、常に新しいマーケットの創造に取り組んでいます。

～より安全に、より便利に～

スルガのキャッシュカードが生まれかわりました。お客さまの大切な財産をお守りするため、「安全性」と「利便性」を兼ね備えた

新しいタイプのキャッシュカード「ICキャッシュカード」の取り扱いを開始しました。

■ICキャッシュカード
従来の磁気ストライプのキャッシュカードに比べ、偽造や不正な情報の読み取りが困難な
ICチップを搭載した、安全性の高いカードです。

■ICキャッシュカードの特徴
当社のICキャッシュカードは、「VISAデビット機能」をご利用いただけます。
（一部ご利用できない場合があります。）

※「VISAデビット機能」は、世界中のVISA加盟店でご利用いただける即時決済機能で、現金よりも「便利」で「安全」な決済ツールです。また、クレジッ
トカードと違い預金口座からの即時決済なので、預金残高以上に使いすぎてしまうことはありません。

VISAデビット機能についての詳細はインターネットホームページをご覧下さい。 http://www.surugabank.co.jp/surugabank/01/05/11/0105112000.html
ICキャッシュカードについての詳細はインターネットホームページをご覧下さい。http://www.surugabank.co.jp/surugabank/01/07/0107070011.html

～投資信託商品・保険商品取り扱いの充実～

15歳から持てるトラベルカードの誕生

株式会社エイチ・アイ・エスと提携デビットカードを発行

～海外旅行・留学時の両替、送金、決済ニーズに対応～

海外・国内でのキャッシュカード機能とVISAデビットカードの
ショッピング機能がひとつになった海外旅行者・留学者向けの
トラベルカードとして、「World Cabit（ワールド・キャビット）」を両
社で共同開発し、平成19年3月から発行を開始しました。
海外でのお金の不安を軽減し、快適な旅行・留学をしていただ

くための決済ツールとしてお客さまにご好評いただいております。

投資信託業務

お客さまのさまざまな資産運用ニーズにお応えすべく、平成19
年3月31日現在、合計53銘柄の商品を取り揃えています。また、
投資信託の窓口販売業務を行っている取り扱い店舗は、ドリーム
ダイレクト支店などのインターネット支店6店舗（ドリームダイレクト
支店、ANA支店、ソフトバンク支店、ソネット支店、SEバンク支店、
ネットバンク支店）を含め、110か店（うち14か店は公社債型投資
信託4銘柄のみ）となっています。また、営業本部アクセスセン
ターに「投信デスク」を設置し、電話やインターネット経由で手軽
に投資信託がお取引できる「ダイレクト投資信託」サービスもご提
供しています。さらに「ダイレクト投資信託」では、上記取り扱い
銘柄とは別に、「ダイレクト投資信託」専用の商品を12銘柄ご用意
するなど、より多くのお客さまのニーズにお応えできるように、
商品ラインナップの充実を図っています。

※取り扱い店舗やコールセンター「アクセスセンター」には専門のスタッフ
を配し、皆さまからのご相談に応じています。

アクセスセンター投信デスク A0120-86-1449

インターネット支店～異業種との連携を拡大し、新たなマーケットの開拓へ～

当社は、お客さまの潜在的なニーズにお応えすべく、異業種の
企業と提携を行い提携先とのシナジー効果を高めております。
平成19年3月、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下NTTドコモ）

と提携し、当社のインターネット支店であるネットバンク支店内にド
コモプレミアクラブ会員専用クラブ「ドコモプレミアクラブ応援バン
ク」を開設いたしました。また、綜合警備保障株式会社（以下
ALSOK）と提携し、同じく当社インターネット支店であるネットバン
ク支店内にALSOK会員限定の「ALSOK CLUB」を開設いたし

ました。今後も異業種の企業との連携を通じて、幅広い層のお
客さまとのお取引の拡大を目指します。

詳細は36ページまたは当社ホームページをご覧下さい。
http://www.surugabank.co.jp/surugabank/index.html

保険業務

当社は、生命保険・損害保険募集代理店として個人年金保険、
一時払終身保険、火災保険、海外旅行傷害保険をお取り扱いし
ています。個人年金保険は、ご契約者が払い込まれた保険料を
引受保険会社が一定期間運用し、その運用結果（＝年金原資）
を年金保険として受け取ることができる保険商品です。一時払終
身保険は、ご契約者が保険料を一時払いで払い込み、一生涯に
わたる死亡保障が準備できる保険商品です。火災保険について
は、当社の住宅ローンをご利用いただいているお客さま向けに、
建物の補償に加え、家財の補償や地震保険など、充実した補償
内容をご提案しています。海外旅行傷害保険については、当社
のホームページにて「新・海外旅行保険インターネット契約サービ
ス」を受け付けしています。

「海外滞在中や、海外留学の際に便利な金融サービスはないか」
というお客さまの声にお応えして

株式会社 毎日コミュニケーションズ

株式会社スタッフサービス・エデュケーション・インターナショ

ナルと提携

SURUGA VISAデビットカードのご利用により、世界各地のATM
で現地通貨のお引き出しや、VISA加盟店でのショッピングにご利
用いただくことで、海外での銀行口座の開設が必要なくなり、海外
送金手数料の費用負担も不要など、便利な金融サービスをご利用
いただけるようにいたしました。

～個人情報のお取り扱いについて～

情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格

「ISO/IEC27001:2005」の認証を取得

当社の総合コールセンターである「アクセスセンター」の情報セキュリティ管理強化の一環
として、国際規格「ISO/IEC27001：2005」の認証を取得しました。今回の認証取得と
合わせて3つのISO認証を取得している地方銀行として、これからも引き続き総合的な
「経営品質」を高めていきます。

アクセスセンター

平成18年1月から販売を開始しました「VISAデビットカード」。その利便性を最も強く感じていただけるのが、海外旅行・留学など
外国でのご利用時です。そこでその便利さをより多くの方に実感していただくために、旅行会社や留学事業を行う会社と提携
いたしました。

JQA-QM4469
JQA-EM1256
JQA- I M0301
アクセスセンター



d-labo（夢研究所）／ミッドタウン支店オープン

東京ミッドタウン（六本木）内に新しいコミュニケーションプラットフォームである
「d-labo（夢研究所）」を併設したミッドタウン支店を開設しました。

d-labo とは
銀行に行くことが大好きな人。そんな人はなかなかいませんよね。誰にとっても、最も大切なもののひとつであるお金を司るこの場所。

なのに、私たちは何故だか淋しい思いをすることが多かったのも事実です。ものすごく切実に思って訪ねて来ているのに、あくまでも

商品の一部として扱われているように感じたり、なんだか形式ばっていて事務的だったり、思いもよらず長時間待たされて退屈な思い

をしたり、いざって時に開いてなかったり。だけれども、d-laboは違います。多分、世界で最初の、必要がなくても行きたくなるような

銀行。お金を媒介としたコミュニケーションを、自発的に行う初めての銀行。ここには、お金という道具をつかって、何を実現するのか

という生き方のヒントが溢れています。そして、銀行で時間を過ごすことが、未来に思いを馳せることと同義だと気付かせてくれます。

2007年、「夢」というのは、まだまだこれからの言葉だと、d-laboは胸を張って宣言したいと思います。

夢研究所誕生

東京ミッドタウンにスルガ銀行の考える21世紀の新しいバンキング

スタイルとお客さまとのこれまでにない新たなリレーション空間

『d-labo（dream laboratory）』がオープンしました。「お客さまの夢

から未来を創る」をテーマに、「夢見る力」「夢探し」をサポートします。

インターネットホームページ
http://www.d-labo-midtown.com/

atlas

地球をイメージさせる木製の球体を回転させると、d-laboウェブサイ
トから集まった「みんなの想い」がマッピングされています。迫力の
103インチの広大な地図で世界を旅しながら、いろいろな人の夢に
出会えます。

time

100年前から100年後まで、さまざまな出来事や未来予測とともに
集められた夢が360°回転する夢年表です。環境・科学など、いろい
ろなテーマ別に描かれています。

gallery

引き出しに、見る人の夢を想起させるいろいろな人達の「夢のかけら」
が収納されています。

library

夢とお金にまつわる約1,500冊の本が収められた「夢・お金・環境の
図書館」です。

リフレッシュカウンター

その他、夢を軸にしたセミナー、交流会などを開催しております。

05
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03

02

01

d-labo～夢研究所dream laboratory～とは？

スルガ銀行は＜夢をかたちに＞する、＜夢に日付を＞いれるお手伝いを企業理念と
してきました。その発展的活動として「これがしたい！」というお客さまの想いを顕在化
させる全く新しいコミュニケーションプラットフォーム、それがd-labo（夢研究所）です。
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役員のご紹介
取締役・監査役

代表取締役社長 兼CEO ......... 岡野　光喜

代表取締役副社長 兼COO..... 岡野喜之助

代表取締役専務 兼CFO ......... 乾　　精治

常務取締役............................... 星野　俊樹

取締役 ...................................... 内山　義郎

取締役 ...................................... 稲葉　常宏

取締役 ...................................... 土屋　隆司

取締役 ...................................... 田村　達也

取締役 ...................................... 矢作　恒雄

取締役 ...................................... 成毛　　眞

常勤監査役............................... 大岩　正隆

常勤監査役............................... 櫻本　安史

監査役 ...................................... 望月　保身

監査役 ...................................... 奥本英一朗

監査役 ...................................... 池田　達郎

執行役員

執行役員専務 兼Co-COO...... 野村喜八郎

執行役員常務........................... 増田　清和

執行役員常務........................... 望月　和也

執行役員常務........................... 岡崎　吉弘

執行役員常務........................... 麻生　治雄

執行役員常務........................... 秋山　邦彦

執行役員常務........................... 牛越　徳光

執行役員常務........................... 田子　博英

執行役員................................... 青木　孝弘

執行役員................................... 澤西　隆大

執行役員................................... 飯野　　隆

執行役員................................... 佐藤　悟郎

執行役員................................... 大川　行則

執行役員................................... 内田　考信

執行役員................................... 土屋　孝秀

執行役員................................... 小島　政彦

執行役員................................... 柳沢　昇昭

執行役員................................... 中野　隆広

（平成19年6月27日現在）
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コーポレートガバナンス

基本的な考え方
当社では、経営戦略のスピード化と明確化を図るために、よ

り実効性のあるコーポレートガバナンスの構築を重要課題と
して、「コンプライアンス（法令遵守）」、「ディスクロージャー
（情報開示）」、「アカウンタビリティ（説明責任）」、「リスクマネ
ジメント（危機管理）」の充実により、お客さまや株主さまを
はじめとするステークホルダー重視の経営に努めています。

監査役制度
当社は監査役制度を採用していますが、本部組織から独立

した部門として「内部監査部」を設置し、内部管理体制のさら
なる強化を図っています。平成19年6月27日現在、取締役10名
のうち社外取締役は3名、監査役5名のうち社外監査役は3名と
なっております。
会計監査につきましては、新日本監査法人と監査契約を締結

し、法令に従い適時適切に実施されています。また、顧問弁護士
につきましては、複数名と顧問契約を締結し、経営上の法律相
談など、必要に応じてアドバイスを受ける体制を整備しています。

コーポレートガバナンス
組織内部のチェックの仕組み、ビジネスに関するリスクのマネジメント体制、さらには経営意思決定の仕組みなど、企業経営に対する責任を
遂行する体制。言葉はもっと幅広い定義や考え方を含んでいます。

コンプライアンス（法令遵守）
18ページをご参照ください。

ディスクロージャー（情報開示）
企業の事業や活動、決算情報といった経営情報についてタイムリーかつ公正な情報開示を行うこと。

アカウンタビリティ（説明責任）
企業や組織、個人のしたこと、あるいはすることを怠ったことにより招いた結果について、合理的な説明を行う責務。

具体的な強化策
これまで、経営における監督と執行の区分を明確にするため、

執行役員制度、社外取締役制度などを同業他社に先駆けて積
極的に導入してきました。
当社は統合リスク管理委員会を各種リスク委員会の上部機

関として位置づけ、金融機関として当社が抱える広範かつ複雑
なリスクを適切にコントロールし、資本効率の向上を図るための
体制を整備しています。また、コンシェルジュ・コミッティ、アドバイ
ザリー・コミッティ、業務改善委員会、コンプライアンス委員会、危
機管理委員会、統合リスク管理委員会、信用リスク委員会、事
務リスク委員会、システムリスク委員会、新経営システム構築委
員会の各種委員会を設置し、リスク管理体制の確立と経営の高
度化に努めてきました。さらに、平成16年10月より一層のコンプ
ライアンス体制強化を図るため、コンプライアンス委員会を経営レ
ベルで各種リスクの実態や問題点について議論・審議を行う機
関として強化し、実務レベルでのコンプライアンスに関する諸問
題を議論・審議・報告するため、コンプライアンス委員会の下部
組織として「コンプライアンス・情報セキュリティリスク委員会」を
設置しました。平成18年9月にはコンプライアンス委員会を取締
役会の諮問機関へと変更し、ガバナンス態勢のさらなる強化を
図りました。
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本部組織図 （平成19年6月1日現在）

コーポレートガバナンス体制の模式図 （平成18年5月24日現在）
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コンプライアンスへの取り組み

コンプライアンスの基本方針
公共的使命と社会的責任を負っている銀行にとって、コン

プライアンスの重要性は高く、さらに、金融に関する自由化、
グローバル化の流れがますます加速するなかで、銀行に対する
経営の自己責任原則の徹底と、透明性の確保がより一層強く
求められています。当社では、全役職員の職務の執行が法令、
社内規程、社会規範に適合することを確保するため、「遵法を
超える正しさに沿う経営」を経営理念として位置づけ、「コンプラ
イアンス規程」その他の社内規程等を制定するとともに、内部統
制の強化と継続的な啓発活動により、実効性のあるコンプライア
ンス体制を構築しています。

コンプライアンス体制
当社では、取締役会および経営会議においてコンプライアン

スの基本方針等の重要事項を決定し、取締役会の諮問機関で

あるコンプライアンス委員会において、コンプライアンスに関する
重要な事項を審議・報告しています。また、経営企画部にコンプ
ライアンス統括部署を設置し、当該部署においてコンプライアン
スに関する企画・管理を統括しています。さらに、全部署・営業
店にコンプライアンス責任者および内部責任者を配置し、全部
署・営業店におけるコンプライアンスの遵守状況をチェックする体
制を整備しています。
法令、社内規程および社会規範を遵守することを明文化した

「ビジネス・ガイドライン」を策定し、全役職員はこれに則り行動す
ることとしております。このビジネスガイドラインは電子化され、全
役職員がいつでもパソコンで閲覧でき、また、法令改正等に迅
速に対応できる体制としています。
また、コンプライアンスに関する具体的な行動計画である「コ

ンプライアンス・プログラム」を年度ごとに策定し、コンプライアン
ス統括部署および内部監査部門においてその遵守状況を
チェックしています。
原則として年４回内部監査・コンプライアンス会議を全部店長

を対象として開催し、コンプライアンスに関する重要事項を伝達
しています。また、全社員向けにコンプライアンスに関する情報
を掲載したコンプライアンス・メールマガジンを配信、コンプライア
ンスに関するeラーニングを定期的に実施するなど、全社的なコ
ンプライアンス意識の醸成を図っています。
コンプライアンスおよびセクシャルハラスメント・パワーハラスメ

ントに関する問題について、社員が直接コンプライアンス統括部
署および外部の法律事務所に報告・相談できるコンプライアン
ス・ヘルプラインを整備し、不祥事や不正行為の未然防止に努
めています。

コンプライアンス：法令や社内規程等の社内ルールや
社会規範を遵守すること。

倫理規範（抜粋）

1. 公共性の自覚
銀行の公共性・社会的使命を常に自覚する。

2. 法令遵守
あらゆる法令・ルールを遵守する。

3. 自己責任
自己責任に基づく健全経営に徹する。

4. 企業行動
厳正かつ公正に行動する。

勧誘方針

当社は、金融商品の勧誘に当たっては、各種法令ほか次の事項を遵守し、お客さまの信頼確保に努めます。

1. お客さまの知識や経験、財産の状況、投資目的に照らして、適正な金融商品の提供に努めます。

2. 金融商品の内容やリスク等の重要事項について、十分にご理解いただけるよう、わかりやすい商品説明に努めます。

3. 金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際には、商品内容の重要事項について
ご確認いただきます。

4. 断定的判断や事実と異なる情報の提供など、お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。また、お客さまにご迷惑となる
時間帯や場所での勧誘は行いません。

5. 当社の役職員は、お客さまに適切な勧誘が行えるよう、常に知識の習得、研鑽に努めてまいります。

6. 当社の役職員は、誠実かつ公正に業務を行い、お客さまからのご要望やご意見には、迅速かつ適切に対応いたします。
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内部統制システム構築の基本方針

1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制

（1）当社はコンプライアンスの実践を経営理念として位置づけ、「コン
プライアンス規程」その他の社内規程等を制定するとともに、内
部統制の強化と継続的な啓発活動により、実効性のあるコンプ
ライアンス体制を構築しています。

（2）常勤取締役等をメンバーとするコンプライアンス委員会を設置し、
当該委員会においてコンプライアンスに関する重要な事項を審
議・報告しています。また、経営企画部にコンプライアンス統括部
署を設置し、当該部署においてコンプライアンスに関する企画・監
理を統括しています。さらに、全部署・営業店にコンプライアンス責
任者および内部責任者を配置し、全部署・営業店におけるコンプ
ライアンスの遵守状況をチェックする体制を整備しております。

（3）法令、社内規程および社会規範を遵守することを明文化した
「ビジネス・ガイドライン」を策定し、取締役および使用人はこれに
則り行動することとしております。また、具体的な行動規範である
「コンプライアンス・プログラム」を策定し、コンプライアンス統括部
署および内部監査部門においてその遵守状況をチェックするこ
ととしています。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（1）当社は取締役の職務執行に係る情報について、法令および各

種の社内規程に基づき、適切かつ確実に保存・管理する体制を
構築しております。

（2）情報資産の機密性、完全性、可用性確保の観点から、情報資
産の重要度に応じて管理レベルを分け、情報の管理が有効に機
能する体制を確立しています。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）当社は「リスク管理方針」「リスク管理規程」その他の社内規程

等を定め、信用リスク、システムリスク等のさまざまなリスクに対処
するための各種リスク委員会を設置して、リスクの個別管理を行
うとともに、これらの委員会を統括する統合リスク委員会を設け
て、各種リスクを総括的に管理する体制を構築しております。

（2）不測の事態が発生した場合は、社内規程に基づき社長を本部
長とする緊急対策本部を設置し、迅速な対応を行う危機管理体
制を確立しています。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制

（1）当社は「組織規程」その他の社内規程等に基づき、経営会議お
よび執行会議を設置しております。経営会議は経営管理等に係
る事項の審議を行い、執行会議は、業務執行等に係る事項の
審議を行うものとし、これらの会議体における慎重かつ機動的な
審議を通じて、適正かつ効率的な取締役の職務施行を確保す
る体制を構築しています。

（2）当社は「組織規程」「執行役員規程等」に基づいて執行役員制
度を採用しています。執行役員は、取締役会の決議により選任
され、取締役会の経営管理のもと、適正かつ効率的な業務執行
をしています。

（3）社長は、当社の最高経営責任者（CEO）として、取締役会の定
める方針に基づき、当社の業務の統括をしています。

5. 当社および子会社から成る企業集団における
業務の適正を確保するための体制

（1）当社は「子会社等管理規程」その他の社内規程等を定め、子
会社が行う業務について、事前に協議し、または報告させること
により、子会社の健全化および業務の円滑化を図り、グループ
全体の経営管理を適切に行う体制を構築しています。

（2）子会社のリスク管理、コンプライアンスおよび内部監査について
は、「内部監査規程」その他の社内規程等により実効性のある
モニタリング等を実施し、子会社の統合的な管理体制を確立し
ています。

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

（1）監査役の職務を補助すべき専属の使用人として、監査役補助
者を任命しています。

（2）監査役補助者は、取締役の指揮命令のもとに属さず、独立した
立場を堅持しています。また、監査役補助者の人事考課や人事
異動については、常勤監査役と事前協議を行うこととしています。

7. 取締役および使用人が監査役に報告するための体制
その他の監査役への報告に関する体制

（1）取締役および使用人は、法令および社内規程に基づき監査役
へ報告を行うほか、監査役から業務執行に関する事項の報告を
求められた場合には、速やかに報告を行うこととしています。

（2）当社は、使用人がコンプライアンス上の問題につき直接経営企
画部コンプライアンスおよび外部の法律事務所に報告・相談でき
るコンプライアンス・ヘルプラインを整備し、受け付けた通報につ
いては監査役に報告することとしています。

（3）監査役会は、必要に応じ、会計監査人、取締役、内部監査部、
経営企画部コンプライアンス等に属する使用人その他の者に対
して報告を求めることができることとしています。

（4）監査役は、毎月開催される取締役会へ出席するほか、社内規
程等に基づき経営会議その他の会議にも出席し、取締役等から
の報告を聴取できることとしています。

8. その他の監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制
監査役会は、監査役監査を効率的、効果的に行うため、会計監査人、
内部監査部、経営企画部コンプライアンスとの連携を強化するととも
に、代表取締役と定期的に会合を持ち、相互認識を深め、監査役監
査の実効性確保に資する体制としています。
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リスク管理への取り組み

リスク管理に対する基本的な考え方
金融自由化の進展や、金融技術の革新、新規業務への参入

など、銀行を取り巻く環境変化により、銀行が直面しているリスク
は多様化、複雑化しています。
すべての銀行業務に内在するリスクを正確に把握し、適切な

管理体制を確立することが不可欠と認識し、経営の最重要課題
として、経営陣の積極的な関与のもと、リスク管理の高度化に努
めています。

統合リスク管理
当社では、リスクを計量化しリスクとリターンのバランスを勘案

しつつ自己資本の範囲内にリスク量をコントロールする統合リス
ク管理を行っており、その精度向上に努めております。また、信
用リスク、市場関連リスク、流動性リスク、事務リスク、システムリ
スクなどさまざまなリスクが存在する銀行業務においてそれぞれ
のリスクを個々に管理するだけでなく、リスクカテゴリー毎に評価
したリスクを総体的に捉え管理する、統合的なリスク管理の実現
を目指しています。

市場リスク管理
市場リスクとは、金利、有価証券等の価格および為替等の市

場リスク要因の変動により、保有する資産の価値が変動し、金融
機関が損失を被るリスクを言います。市場リスクが経営に与える
影響を十分に認識し、統合リスク管理体制における配賦資本によ
るリスクリミットの導入等、適切な市場リスク管理体制の構築に努
めています。

流動性リスク管理
流動性リスクとは、金融機関の信用悪化等により、必要な資金

が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保
において通常よりも著しく不利な条件での資金調達を余儀なくさ
れることにより、金融機関が損失を被るリスクを言います。
安定した資金繰りと高い流動性の確保が経営の重要課題であ

ることや、流動性リスクが顕在化した場合において迅速に対応す
ることの必要性を十分に認識し、よりリアルタイムな状況の把握
および報告体制等、適切な流動性リスク管理体制の構築に努め
ています。
当社の調達は預金が大半を占め、市場からの調達は限定的

であり、資金繰りは安定しています。しかし、不測の事態に備え
るため、市場流動性の高い有価証券の保有や、保有有価証券を
利用した市場調達の準備および資金調達枠の設定等、調達手
段の多様化に努めています。

信用リスク管理
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、貸出

資産などの価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクを言います。
貸出資産の健全性維持・向上を図るため、営業部門と審査・資

産査定部門を分離・独立させ、各部門が互いに牽制しつつ客観

的に評価することでバランスのとれた貸出ポートフォリオを構築す
ることを目指しています。
審査部門では、営業および融資を通じて蓄積した各種データを

もとに、お取引先の信用力を当社が設定した基準により判定する
債務者格付制度を確立、財務情報などを分析し、貸出における信
用力判定に正確さを期する体制を整えています。なかでも、貸出
資産の半分以上を占める個人ローンについては、データベースを
有効に活用し、仮説・統計的分析・検証を繰り返しながら、信用力
判定の精度向上を図っています。資産査定部門においては、貸
出債権を主体とした自己査定が的確に行われているかを査定する
体制を整備し、資産健全性の維持・向上に努めています。

事務リスク管理
事務リスクとは役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不

正・事務処理体制の不備等により当社が損害を被るリスクを言い
ます。事務全般に関するリスクを的確・適正に把握し適切なリス
ク管理を実施することにより、銀行業務の健全性を維持するとと
もに、事故・トラブル・苦情・不祥事およびそれに係る損失等を未
然に防止することを事務リスク管理の方針とする「事務リスクに
対する戦略目標ならびに管理方針」を定めております。
管理手続きは事務全般に対するリスクの把握と適切なリスク管

理のために「事務リスク管理規定」に基づき事務リスク管理体制
を構築しております。
事務リスク管理規定には、事務リスクを回避もしくは最小化す

るためにリスクの発生の可能性・頻度・損失度を勘案したリスク評
価、営業店指導、天災・社会インフラの障害あるいは社内システ
ム障害等への緊急対応策、お客さまからの苦情等への対応策な
らびに不正・不祥事件等への対応策などが定められています。
当社においては、これらの事務リスクの管理状況について、

定期的および必要に応じた報告体制を整備するとともに問題点
の是正（規定の是正・再発防止）に努めています。

セキュリティリスク
セキュリティリスクとは、当社の情報資産に係る「機密性」、「完

全性」、「可用性」の欠如により、情報漏洩や各種業務上の支障
に起因し、当社のお客さまが損失を被る、当社が社会的責任を果
たせなくなる、あるいは当社が損失を被るリスクを言います。これ
には、情報漏洩等に起因した当社の信認を損なうレピュテーショ
ナルリスクやセキュリティ対策の欠如を理由とした訴訟といった
リーガルリスクの原因となるリスクも含みます。なお当社において
はセキュリティリスクを、システムリスク（コンピューターシステムの
ダウン、誤作動、誤処理、不備、不正使用など）と情報セキュリ
ティリスク（情報資産に係るデータの改ざんや不正アクセスなど）
を含有したものと捉えます。
これらセキュリティリスクの定義および管理体制等について

「セキュリティリスク・ポリシー」に定め、当社に関連した全ての従
業員等が守るべき具体的な基準・項目を「セキュリティリスク・スタ
ンダード」に定めています。
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平成18年度ハイライト

業績について（単体）

個人ローンの増加に伴う利息収入の増加や、個人預
かり資産の増加を主因とする役務取引等利益の増加
により前年度比37億円増加し769億円となりました。

コア業務純益は、資金利益の増加や役務取引等利
益の増加等により、前年度比22億円増加しました。
業務純益は、一般貸倒引当金繰入額は増加したも
のの、それを上回るコア業務純益の増加により前年度
比6億円の増加となりました。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

682 680

731

769

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

357

302

346

313

366359
372

382

業務純益 コア業務純益 

業務粗利益

業務純益／コア業務純益

業務粗利益は、銀行の基本的な業務による利益を表すもので、貸出
金などの利息収支を表す「資金利益」、各種手数料収支を表す「役務取
引等利益」、外国為替などの売買損益を表す「その他業務利益」により
構成されます。

業務純益は、一般企業の「営業利益」に相当する銀行固有の指標です。
コア業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金と有価証券関連損益
の影響を控除したものです。

業務純益＝業務粗利益－経費－一般貸倒引当金繰入額

コア業務純益＝業務純益（一般貸倒引当金繰入前）－国債等債券損益（5勘定）

本ディスクロージャー誌の表示金額は単位未満を切り捨てて表示しています。
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平成19年3月期におきまして見通しを上回る業績と
なったことから､期末配当金を従来予想に対して1株
当たり1円増配し6円といたしました。これにより、1株
当たり年間配当金額は前年度比3円増配の11円となり
ました。

経常利益は、業務純益の増加と不良債権処理額の

減少等により、前年度比76億円増加しました。当期純

利益は、経常利益の増加等により前年度比57億円増

加し3期連続過去最高益更新となりました。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

174

87

183

104

227

143

304

200

経常利益 当期純利益 

7.26%

8.12%

10.37%

13.37%

ROE（当期純利益ベース） 

（円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

5.0 5.0

8.0

3.0

5.0

6.0

11.0

2.5 2.5

5.0

2.5 2.5

中間配当金 期末配当金 

経常利益／当期純利益

一株当たり年間配当金
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自己資本比率につきましては、平成19年3月期より新
たな基準に基づき算出しております。利益の積み上げ
により自己資本は増加しましたが、新基準への移行に
伴うオペレーショナルリスク相当額の増加、貸出金等の
増加によるリスクアセットの増加および住宅ローン（抵当
権付）の担保評価の見直しを行った結果、自己資本比
率は10.66％となりました。当社の補完的項目（TierⅡ）
は一般貸倒引当金のみ計上しており、負債性の資本
調達および土地の再評価益は計上していません。

TierⅠに対する繰延税金資産の比率は、TierⅠの増
加と繰延税金資産の減少により、前年度末比2％低下
し9.6％となり、自己資本の質の改善が進みました。

本ディスクロージャー誌の表示金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

1,374
1,464

1,593

1,758

9.46%

10.14%

10.73%

8.85%

9.53%

10.12%

10.66%

10.13%

自己資本 自己資本比率 Tier I 自己資本比率 

（新基準） 

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

1,286

374

1,376

283

1,502

175

1,670

161

Tier I 繰延税金資産 繰延税金資産／Tier I

29.1%

20.6%

11.6%
9.6%

自己資本／自己資本比率（国内基準）

TierⅠと繰延税金資産の状況

自己資本は資本金、資本剰余金、利益剰余金等の基本的項目（Tier I）
と一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier II）により構成されています。

自己資本比率＝自己資本額（基本的項目＋補完的項目）／リスクアセット×100

Tier I自己資本比率＝自己資本額（基本的項目：Tier I）／リスクアセット×100

繰延税金資産とは、過去に支払った税金が将来戻ってくると見込み
計上するものです。
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預金期末残高は、個人預金の増加を主因に、前年
度末比360億円増加し、2兆8,326億円となりました。個
人預金期末残高は、前年度末比235億円増加し、1兆
9,805億円となりました。国内預金利回りは、ゼロ金利解
除に伴う金利上昇により、前年度比0.09％上昇し
0.13％となりました。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

27,029

18,737

27,676

19,348

27,966

19,570

28,326

19,805

預金期末残高（ うち個人預金期末残高） 国内預金利回り 

0.07%

0.05%
0.04%

0.13%

預金期末残高／国内預金利回り

貸出金期末残高は、個人ローンの順調な増加により、
前年度末比636億円増加の2兆2,468億円となりました。
また、国内貸出金利回りは前年度比0.11％上昇し
3.35％となりました。

個人ローン期末残高は、前年度末比963億円増加し、
1兆6,686億円となりました。
住宅ローン期末残高は、前年度末比710億円増加し、
1兆4,469億円となりました。
総貸出金に占める個人ローンの比率は2.2％上昇し、
74.2％となりました。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

20,728
21,296

21,831

22,468

3.17%
3.19%

3.24%

3.35%

貸出金期末残高 国内貸出金利回り 

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

13,778

12,079

14,727

13,036

15,722

13,758

16,686

14,469

個人ローン（ うち住宅ローン） 個人ローン比率 

66.4%

69.1%

72.0%

74.2%

貸出金期末残高／国内貸出金利回り

個人ローンの推移
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営業強化に伴う投資の増加等により、経費は前年度
比13億円の増加となりましたが、効率性を示す指標で
あるOHR（オーバーヘッドレシオ）は、業務粗利益の増
加（21ページをご覧ください）により前年度比0.7％改善
し、49.1％となりました。

より一層の資産の健全化を図るため、迅速な処理を
進める一方、お取引先の経営改善支援にも積極的に
取り組みました結果、開示債権額は、前年度末比230
億円減少し897億円となりました。総与信額に対する開
示債権比率は前年度末比1.16％低下し3.95％となりま
した。

個人預かり資産（投資型商品）の期末残高は商品ラ
インアップの充実と営業力の強化により、前年度末比
793億円増加し、2,992億円となりました。

本ディスクロージャー誌の表示金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

845

1,404

2,199

302
465

401
152

333

57 71

615

251 45 38
25※ 0.9※ 

884

867

2,992

466

1,109

1,353

外貨預金 国債等保護預かり 投資信託 個人年金保険 一時払終身保険※ 

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

364 360 364

53.4% 52.9%

135
142

204

18 20

203

136

20

208

49.8%

377

135

22

220

49.1%

人件費 物件費 税金 OHR

（億円） 

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 

1,427 1,380

1,127

6.82%
6.42%

5.11%

542

616

268 250

697

432

167

549

410

897

3.95%

129

397

370

要管理債権 危険債権 破産・更生債権及びこれらに準ずる債権 開示債権比率 

個人預かり資産残高（投資型商品）

経費／OHR

金融再生法開示債権残高・比率の推移

OHR（オーバーヘッドレシオ（%））＝経費／業務粗利益×100

開示債権比率（%）＝開示債権残高／総与信合計×100
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資産の自己査定について
自己査定とは、資産の健全性を確保し、適正な償却・引当

を行うための作業です。債務者の実態的な財務内容、資金繰
り、収益力等により、その返済能力を検討し、債務者を「正常
先」、「要注意先」、「破綻懸念先」、「実質破綻先」および「破綻
先」の5つに区分しています。また、銀行グループ全体のリス
ク管理を強化する観点から、連結対象会社においても、原則
として銀行本体と同様に自己査定を実施しています。
また、自己査定に基づいて5つに区分した債務者区分ごと

に、償却・引当基準を定めています。

リスク管理債権の状況
銀行法に基づくリスク管理債権については、貸出金を対象と

して「破綻先債権」、「延滞債権」、「3ヶ月以上延滞債権」、「貸
出条件緩和債権」の4つに区分し、開示しています。
単体ベースのリスク管理債権は総額で891億円となりました。

破綻先債権および延滞債権の合計は520億円となりました。こ
の金額は、貸出先からの返済や担保の処分などによる回収見
込額および個別貸倒引当金の引当額等を控除する前の金額
ですので、このすべてが当社の損失となるわけではありません。
3ヶ月以上延滞債権は、11億円となりました。貸出条件緩和債
権は、358億円となりました。

3.95%

86.01%

金融再生法に基づく開示債権
対象：要管理債権は貸出金のみ、その他は貸出金等与信関連債権

担保・保証 引当額 保全率

破産・更生債権及び
これらに準ずる債権 129億円 95億円 33億円 100.00%

危険債権 397億円 240億円 139億円 95.76%

要管理債権 370億円 194億円 67億円 70.66%

小計 897億円 530億円 240億円 86.01%

正常債権 2兆1,784億円
合計 2兆2,681億円

総与信残高に占める比率

保全率

3.96%

85.91%

リスク管理債権 自己査定における債務者区分
対象：貸出金 対象：貸出金等与信関連債権

破綻先債権 11億円
延滞債権 508億円
3ヶ月以上延滞債権 11億円
貸出条件緩和債権 358億円
合計 891億円

破綻先 14億円
実質破綻先 115億円
破綻懸念先 397億円
要注意先

要管理先 571億円
要管理先以外の要注意先 1,974億円
正常先 1兆9,608億円
合計 2兆2,681億円

総貸出金に占める比率

保全率

※貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾見返・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸出金未収利息

平成18年度ハイライト

資産の健全性（単体）




